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Abstract:
　In this study, we conducted surveys and analy-
sis to determine welfare equipment that we should 
develop, and to show factor which disturb diffu-
sion of developed welfare equipment. This study 
has shown that approximately 30% of needs which 
a system managed by Association for Technical 
Aid were collected from people via Internet are 
already solved by developed welfare equipment.

１　はじめに

　福祉用具貸与事業を行う場合、適切な福祉用具を
選定できることが要求されるため、国は各事業所に
福祉用具専門相談員を２名以上配置することを求め
ている。このことが示すように、福祉用具は適切な
ものを適切に使用することで、被介護者、被介助者、
介護者および介助者（以下、「使用者」）の負担を軽
減し、自立度を向上させるものである。介護支援専
門員や福祉用具貸与事業者がニーズに応じた適切な
福祉用具を選定し提供できるかどうかは介護者と被
介護者のQOLを左右する重要な要素である。福祉
用具の選定に関わる福祉用具貸与事業者や介護支援
専門員が福祉用具にどのような意識を抱いているか
は福祉用具の開発を効率良く行うために重要な情報
となる。
　また、自明であるが、ニーズに合致しなければ開
発した福祉用具は使用されない。そのため、福祉用
具の開発にはニーズ調査が必須である１）。医療・介

護系に携わっていない企業がニーズ調査を行うには
コストや伝手が課題となる。コストや伝手により
ニーズ調査が困難であることは、結果として、ニー
ズを解決できる技術を持つ企業がニーズに気付くこ
とを阻害している可能性がある。そのため、福祉用
具の開発促進を目的に、公的機関が福祉用具に対す
るニーズ調査を行い、その分析結果を公表すること
も多い２,３）。
　一般的なニーズ調査では福祉用具の開発・改良の
ための情報収集が目的であるため、収集したニーズ
情報が既製の福祉用具で対応可能な場合は、その
ニーズ情報が分析対象となることは少ない。一方、
ニーズ調査に協力した介護者や被介護者にとって
は、既存の福祉用具でニーズが解決できるかどうか
が知りたい事柄である。しかし、それが介護者や被
介護者に回答されることは少ない。
　一般的なニーズ調査では介護者や被介護者が回答
した内容をそのまま結果として報告することはな
く、結果として報告されるのは一度、調査実施者に
よって分析されたニーズ情報である。このような一
般的なニーズ調査の結果からは「調査で得たニーズ
情報の何割が既存の製品で対応可能であるか」を明
らかにすることは困難であり、分析前の回答内容を
入手する必要がある。財団法人テクノエイド協会（以
下、テクノエイド協会）がインターネット上で運営
している福祉用具ニーズ情報収集・提供システム４）

では、投稿されたニーズ情報は誰でも閲覧すること
ができ、「ニーズ情報の何割が既存の製品で対応可
能であるか」を調査するには適している。
　本研究では、福祉事業貸与事業者および介護支援
専門員の福祉用具に関する意識調査および福祉用具
ニーズ情報収集・提供システムに収集されたニーズ
情報の分析を行った。
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２　福祉用具貸与事業者および介護支援専門
員に対するアンケート調査

2.1　研究背景

　福祉用具は被介護者と介護者の状態に応じて適切
に選択することで被介護者の自立度を向上させ、介
護者のQOLの改善が図れるものである。そのため、
福祉用具貸与事業者と介護支援専門員が適切な福祉
用具を提供できるかどうかは介護者や被介護者の
QOLの改善を行う上で重要である。福祉用具貸与
事業者および介護支援専門員の福祉用具に対する意
識についてアンケート調査を行った。

2.2　アンケート調査内容

2.2.1　福祉用具貸与事業者に対するアンケート調査
　兵庫県下の福祉用具貸与事業者300社に対して郵
送にて質問用紙を送付した。回答は郵送もしくは
WEBとした。25項目について質問を行った。なお、
複数の質問を行っている項目もある。
　質問用紙の発送は2012年２月23日、回答の締切日
は2012年３月23日とした。回答は49件あり回答率は
12%であった。

2.2.2　介護支援専門員に対するアンケート調査
　介護支援専門員に対するアンケートは2012年春と
秋の２回にわたり行った。

　2012年春の調査では、兵庫県下の介護支援専門員
が在籍している事業所400社に対して郵送にて質問
用紙を送付した。回答はインターネット上のサイト
にて受け付けた。質問項目は19項目である。なお、
複数の質問を行った項目もある。質問用紙の発送は
2012年２月23日、回答の締切日は2012年３月23日と
した。回答は49件あり回答率は12%であった。
　2012年秋の調査では、兵庫県下の介護支援専門員
が在籍している事業所3000社に対して行った。質問
用紙は日本介護支援専門員協会の冊子に同封し郵送
した。回答は郵送、FaxもしくE-Mailとした。質問
用紙の発送は10月９日、回答の締切日は11月末とし
た。回答は180件あり回答率は６%であった。

2.3　結果と考察

　福祉用具貸与事業者に行ったアンケート項目のう
ち「組織内で行っているニーズの把握・収集等の状
況について」で行った質問を表１に、その結果を図
１に示す。また、「メーカーとの連携について」行っ
た質問を表２に、その回答を図２に示す。
　図１中の質問１から３の回答は、約半数の福祉用
具貸与事業者は社内で福祉用具に関するデータの蓄
積を行っていることを示している。蓄積された情報
の公開については、質問８の回答が示すように、否
定的ではないが、質問７の回答が示すように、積極
的には行っていない。また、図２中の質問５と６以
外は「全くない」が50%を超えており、質問５と６

表１　組織内で行っているニーズの把握・収集等の状況に
関する質問　　　　　　　　　　　　　　　

Table1　Questions as to handing of needs for welfare
equipment  　　　　　　　　　　　

図１　表１の質問に対する回答
Fig.1　answers to Questions of Table 1
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も「非常にまれ」を加えると50%を超えていた。図
１及び図２に結果は、福祉用具の運用など開発に繋
がる知見の蓄積はなされているが、蓄積された知見
が公開されることは少なく、また、福祉用具貸与事
業者からメーカーに提供されているとは言い難いこ
とを示している。
　蓄積された知見が公開されることが少ないのは、
蓄積された情報を公開しても福祉用具貸与事業者に
益を生じさせるのが困難であり、公開しなくても損
が生じにくいことが一因と考えられる。例えば、蓄
積された知見から新しい福祉用具の開発に繋がる
ニーズが見いだせた場合、そのニーズを公開する前
に、ニーズに対応できる新しい福祉用具を自社や協
力関係にあるメーカーが開発することができれば知
財や福祉用具の販売などで利益を得ることができ
る。しかし、公開してしまうと他社が先に福祉用具
を開発してしまう可能性を高めてしまうため、福祉
用具の開発能力のある福祉用具貸与事業者にとって
公開する特段の理由がなく、また、福祉用具の開発
を行っていない福祉用具貸与事業者は、そもそも、
福祉用具の開発は事業外であるため知見の公開を行
う理由がないと考えられる。福祉用具の開発を行っ
ていない事業者には、活用されていないニーズ情報
が眠っていると思われるが、図２が示すように福祉
用具貸与事業者とメーカーの情報交換は活発ではな
く、活用されていないニーズ情報が、今後、活用さ
れる可能性は少ないと思われる。
　2012年秋に介護支援専門員に対して行ったアン
ケートのうち、介護支援専門委員が業務中に福祉用
具のアイデアが思い浮かぶかどうか、また、そのア
イデアが研究者や開発者に伝えられているかについ

て質問内容を表３に、その回答を図３、４、５に示す。
　図３が示すように約半数の介護支援専門員は業務
中に福祉用具のアイデアが思い浮かぶことがたまに
ある。しかし、約70%の介護支援専門員はそのアイ
デアを研究者や開発者に伝える手段を持っていない
ことを図４は示しており、介護支援専門員の福祉用
具に対するニーズも福祉用具の開発にあまり活用さ
れていないと思われる。
　図１から４は、福祉用具貸与事業者や介護支援専
門員とメーカーの繋がりは太いとはいえず、福祉用
具貸与事業者や介護支援専門員のニーズが福祉用具
の開発に生かされにくいことを示唆している。しか
し、図１の質問８や図５が示すように福祉用具貸与
事業者も介護支援専門員も現場のニーズを公開した
くないわけではなく、研究者や開発者と情報交換を
望んでいると考えられる。情報交換を行える場を提
供することでよりニーズに即した福祉用具が開発さ
れると考えられる。この場の提供は、当研究所の展
示ホールや研修センタのような各地方にある福祉用
具の展示場や公的な研修事業主催者が行うべきと考
える。
　なお、本研究におけるアンケートの回答率は最大
でも30%以下であり、本アンケートの結果は一般化
することは困難であることに留意する必要がある。

図２　表２の質問に対する回答
Fig.2　answers to Questions of Table 2

表２　メーカーとの連携に関する質問
Table2　Questions as to relation with welfare equipment

makers  　　　　　　　　　　　　　　
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３　福祉用具ニーズ情報収集・提供システム
に投稿されたニーズ情報の分析

3.1　研究背景

　開発された福祉用具も現場で使用されるには、ま
ず、存在を認知される必要がある。そのため、各メー
カーは福祉用具の存在を世に知らしめるために広報
活動を行っている。また、行政も当研究所の展示ホー
ルのように福祉用具の展示を行う場所を設けること
や研修を通じて介護者や被介護者が必要とする福祉
用具を手に入れられるように支援している。しかし、
必要な情報がそれを必要としている介護者や被介護
者に届いているかを定量的に明らかにすることは困
難であった。
　テクノエイド協会はインターネット上にニーズ情
報を投稿できるサイト（福祉用具ニーズ情報収集・
提供システム、以下、同システム）を構築している。
同システムはニーズ情報の投稿者に制限を設けてお
らず誰でも投稿することが可能である。また、2013
年３月１日時点では、投稿したニーズ情報毎にス
レッドが作成され、その情報について討論すること
も可能である。同システムに投稿されたニーズ情報
には、既存の製品で解決できそうなニーズ情報も含
まれている。そのため、同システムに投稿されたニー
ズ情報を分析することで、福祉用具に関する情報が
それを必要としている介護者や被介護者にどの程度
届いているかを定量的に明らかにすることができる
と考えられる。
　本研究では介護者や被介護者にどの程度届いてい
るかを定量的に明らかにするために、同システムに
投稿されたニーズ情報に対する福祉用具に関わる職
種の意見を分析した。

3.2　調査内容

3.2.1　分析対象
　分析対象となったニーズ情報は同システムに2010
年12月末までに投稿されたニーズ情報202件である５）。

3.2.2　分析内容
  各ニーズ情報について、表５に示す内容について
福祉用具に関わる業務を行っている者（以下、回答
者）の回答を得た。回答は全て回答者の主観による
ものである。福祉用具の相談では、通常、回答者は
相談者の相談内容から本当の課題を見つけることを
行うが、本研究ではこのような推察は行わず、同シ
ステムに投稿された内容のみに基づいて回答するよ

表３　福祉用具の研究者・開発者との関係に関する質問
Table3　Question as to Relation with researcher

図３　表３の質問１に対する回答結果
Fig.3　Answer to question 1 within Table 3

図４　表３の質問２に対する回答結果
Fig.4　Answer to question 2 within Table 3

図５　表３の質問３に対する回答結果
Fig.5　Answer to question 3 within Table 3
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うに指示した。
　表５に示した質問２における商品とは、「2012年
12月末で一般の人が通常の手段で購入可能な品（既
製品や注文生産品、また、商品ではないがボランティ
ア活動による製作品も含む）」とした。また、思い
浮かんだ商品が実際にニーズ情報を解決できるかど
うかではなく、ニーズ情報を読んだときに何らかの
商品が思い浮かべば１と回答するように指示した。
そのため、１と回答されていても思い浮かんだ商品
で実際にニーズ情報が解決できるかどうかは不明で
ある。

3.2.3　回答者
　ニーズ情報の分析を行った回答者は12名であり、
主に当研究所の職員である。回答者の職種、業務内
容、専門分野、回答したニーズ情報数を表６に示す。
表６が示すように回答者が分析したニーズ情報数は
回答者によって異なっている。

3.2.4　解析内容
　表５に示した各回答の割合を回答者の回答全てを
用いた場合と専門分野の回答のみを用いた場合毎に
求めた。専門分野の回答のみを用いた場合は専門分
野の回答数が10以上あった回答者の結果のみを用い
た。また、専門分野の回答のみを用いた場合では、
表５の質問２と４でそれぞれ１と回答した割合につ
いても求めた。

3.3　結果と考察

　回答者の回答を表７に示す。表７が示すように、
ニーズ情報から何らかの商品が思い浮かんだ割合は
専門分野以外も含めた場合は平均40.4%、背紋分野
に限ると平均64.3%と、自らの専門分野では何らか
の商品が思い浮かぶ割合が向上していた。一方、ニー
ズ情報の記載については、記載内容が十分とした割
合は専門分野以外も含めた場合は70.4%、自らの専
門分野に限ると52.4%と減少していた。これは、専
門分野に関しては知識があるため商品が思い浮かぶ
割合が増加し、知識があるため必要とする情報が増
えたと考えられ、妥当な結果が得られたといえる。
また、専門分野において記載内容が十分かつ商品が
思い浮かんだ割合は平均30.3%であり、これは、同
システムに投稿されたニーズ情報の約３割は既存の
商品で対応できる可能性があることを示している。
もちろん、これは商品を思い浮かぶ割合であり、回
答者が示した商品は既にニーズ情報の投稿者が試し
ていたり、決定的な情報が記載されていなかったり

する可能性があるため、思い浮かんだ商品でニーズ
情報が解決できることを保証している割合では
ない。
　このように厳密な結果ではないが、同システムへ
のニーズ情報投稿者は、インターネット上のサイト
である同システムにアクセス可能な環境、すなわち、
検索サイトなどを用いて情報検索が可能な環境下に
いると考えられるが、そのような状況下でも、回答
者が思い浮かんだ商品の情報に辿りつけていない事
実は、福祉用具に対する広報活動が足りないことを、

表５　回答者の質問内容
Table5　Questions as to contents of needs for welfare

equipment for respondents  　　　　

表６　回答者の特性
Table6　characteristics of respondents
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また、福祉用具の相談窓口の重要性を示すもので
ある。
　回答者が思い浮かんだ商品をニーズ情報投稿者が
既に試していたかもしれない可能性については、
ニーズ情報を投稿する際に、自らが用いたニーズ情
報を併記することで防ぐことができる。実際に自ら
が試した商品についても記載していたニーズ情報も
あったが、商品名を記載していないなど不備があっ
た。ニーズ情報に記載されている情報が十分と判断
した割合の平均値は専門分野に限った場合では約半
数しかなく、どのような情報を記載するべきかを明
らかにすることで投稿されるニーズ情報の質を高め
る必要があると考えられる。
　表６の質問３に対する回答では回答者が自由記述
にて、商品名や商品がないと思われる理由を回答し
ている。また、同じく表６の質問５に対する回答で
は、記載しておくべき情報やどのような情報が足り
ていないかついて回答している。本研究期間では至
らなかったが、今後、商品名や記載すべき情報をま
とめてニーズ情報毎に公開する予定である。

４　おわりに

　本研究では、福祉用具貸与事業者と介護支援専門
員に対してアンケート調査を行い、福祉用具に対す
る意識調査を行った。また、福祉用具ニーズ情報収
集・提供システムに投稿されたニーズ情報に対して
分析を行った。分析の結果、投稿されたニーズ情報

の約30%については、そのニーズを満たす可能性の
ある商品が存在していることを明らかにし、開発さ
れた福祉用具の広報不足および福祉用具の相談機関
の重要性を示した。
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表７　回答者の回答傾向
Table7　Tendency to answers of respondents


